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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第140期

第２四半期連結
累計期間

第141期
第２四半期連結
累計期間

第140期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （百万円） 14,773 11,990 30,202

経常利益 （百万円） 372 261 584

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 230 131 211

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 176 △91 310

純資産額 （百万円） 14,270 14,114 14,404

総資産額 （百万円） 37,943 36,587 35,726

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 2.96 1.69 2.72

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 36.5 37.3 39.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △363 △1,052 688

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △15 △42 △786

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,086 900 △1,276

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 5,089 4,985 5,180

 

回次
第140期

第２四半期連結
会計期間

第141期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成26年
　７月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　７月１日
至平成27年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 2.34 1.50

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

　　　　２．売上高には消費税等は含まれていない。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

　　　　４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としている。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はない。また、主要な関係会社における異動もない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はない。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び関係会社）が判

断したものである。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としている。

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や世界経済の回復を背景に、企業収益の

向上及び雇用情勢の改善など、緩やかな回復基調が続いている一方、円安による輸入価格の上昇や新興国の景気減

速など世界経済の不安もあり、依然として先行き不透明な状況が続いている。

このような経済状況下、当社グループの当第２四半期連結累計期間の業績は、前年同期と比較し、商事セグメン

トの輸入炭販売数量が減少したこと等により、売上高は119億90百万円（前年同期比18.8％減）となった。

また、利益面については、商事セグメントの輸入炭販売数量が減少したこと及び有料老人ホーム（シルバー事

業）の稼働率が低迷したこと等により、営業利益は３億１百万円（同22.4％減）、経常利益は２億61百万円（同

29.7％減）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は１億31百万円（同42.8％減）となった。

なお、セグメントの業績は次のとおりである。

①不動産セグメント

　売買仲介手数料収入が減少したこと等により、売上高は13億９百万円(前年同期比0.7％減)となり、営業利益

は３億55百万円(同10.0％減)となった。

②商事セグメント

　主力事業である輸入炭販売数量が減少したことにより、売上高は55億96百万円(同32.3％減)となったが、船舶

輸送部門が好調だったことにより、営業利益は２億３百万円(同11.4％増)となった。

③サービスセグメント

　シルバー事業の各施設の稼働率が低迷したこと等により、売上高は27億23百万円(同4.7％減)となり、営業利

益は５百万円(同93.9％減)となった。

④建設工事セグメント

　建設工事の受注が減少したことにより、売上高は10億89百万円(同3.6％減)となり、営業利益は29百万円(同

42.1％減)となった。

⑤その他のセグメント

　農業用肥料の販売が増加したことにより、売上高は12億71百万円(同5.7％増)となり、営業利益は64百万円(同

58.9％増)となった。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、49億85百万円となり、

前第２四半期連結累計期間に比べ１億４百万円減少となった。また、前連結会計年度末に比べ１億94百万円減少

となった。

　なお、当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は10億52百万円（前年同期は３億63百万円の支出）となった。これは、主に事業活

動に伴う商品及び製品の輸入炭等の購入によるものである。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は42百万円（前年同期は15百万円の支出）となった。これは、主に固定資産の取得

によるものである。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は９億円（前年同期は10億86百万円の支出）となった。これは、主に借入金の増加

によるものである。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた問題はない。

(4）研究開発活動

該当事項はない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 77,834,489 77,834,489
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 77,834,489 77,834,489 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はない。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はない。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 77,834 － 4,244 － 1,894
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

黒田　康敬 北海道士別市 2,035 2.61

CBNY DFA INTL SMALL CAP

VALUE PORTFOLIO

（常任代理人　シティバンク

銀行株式会社）

388 GREENWICH STREET,NY,NY 10013,USA

（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）
2,030 2.61

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,956 2.51

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 1,560 2.00

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 1,560 2.00

三井住友海上火災保険株式会

社
東京都千代田区神田駿河台三丁目９番地 1,545 1.98

斉丸　千代 茨城県鹿嶋市 1,500 1.93

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD

AC ISG（FE-AC）

（常任代理人　株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 F LEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

1,441 1.85

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 1,280 1.64

三井不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号 1,000 1.28

計 － 15,907 20.44
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　33,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　77,716,000 77,716 －

単元未満株式 普通株式　　　85,489 －
１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 77,834,489 － －

総株主の議決権 － 77,716 －

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

太平洋興発株式会社
東京都台東区元浅草

二丁目６番７号
33,000 － 33,000 0.04

計 － 33,000 － 33,000 0.04

 

２【役員の状況】

　該当事項はない。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成している。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,533 5,247

受取手形及び売掛金 3,541 2,557

販売用不動産 262 247

未成工事支出金 337 556

商品及び製品 3,140 5,293

原材料及び貯蔵品 200 171

その他 1,463 1,708

貸倒引当金 △25 △17

流動資産合計 14,454 15,764

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,124 5,040

土地 10,727 10,738

その他（純額） 813 787

有形固定資産合計 16,666 16,566

無形固定資産   

その他 60 55

無形固定資産合計 60 55

投資その他の資産   

投資有価証券 1,745 1,404

長期貸付金 229 220

差入保証金 2,059 2,057

その他 518 525

貸倒引当金 △8 △7

投資その他の資産合計 4,545 4,201

固定資産合計 21,272 20,823

資産合計 35,726 36,587
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,200 2,977

短期借入金 3,790 4,970

賞与引当金 226 240

じん肺補償損失引当金 4 4

その他 2,643 2,770

流動負債合計 8,865 10,963

固定負債   

社債 1,043 826

長期借入金 2,850 2,938

受入保証金 4,070 4,006

債務保証損失引当金 1,408 1,408

退職給付に係る負債 704 655

資産除去債務 174 175

その他 2,205 1,500

固定負債合計 12,456 11,510

負債合計 21,321 22,473

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,244 4,244

資本剰余金 3,352 3,352

利益剰余金 4,715 4,653

自己株式 △3 △3

株主資本合計 12,309 12,246

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 854 618

土地再評価差額金 794 794

退職給付に係る調整累計額 △9 △7

その他の包括利益累計額合計 1,638 1,404

非支配株主持分 456 463

純資産合計 14,404 14,114

負債純資産合計 35,726 36,587
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 14,773 11,990

売上原価 12,902 10,243

売上総利益 1,870 1,746

販売費及び一般管理費 ※ 1,482 ※ 1,445

営業利益 388 301

営業外収益   

受取配当金 28 21

貸倒引当金戻入額 20 7

その他 36 54

営業外収益合計 85 83

営業外費用   

支払利息 73 78

その他 27 44

営業外費用合計 101 123

経常利益 372 261

特別利益   

固定資産売却益 5 1

投資有価証券売却益 － 4

その他 0 1

特別利益合計 5 7

特別損失   

固定資産除却損 5 10

じん肺補償損失 37 －

その他 11 1

特別損失合計 54 11

税金等調整前四半期純利益 323 257

法人税等 76 115

四半期純利益 247 142

非支配株主に帰属する四半期純利益 16 10

親会社株主に帰属する四半期純利益 230 131
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 247 142

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △71 △235

退職給付に係る調整額 1 1

その他の包括利益合計 △70 △234

四半期包括利益 176 △91

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 160 △102

非支配株主に係る四半期包括利益 16 10
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 323 257

減価償却費 326 307

固定資産売却損益（△は益） △4 △0

固定資産除却損 5 10

受取配当金 △28 △21

受取利息 △2 △2

支払利息 73 78

投資有価証券売却損益（△は益） － △4

投資有価証券評価損益（△は益） 9 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,155 984

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,884 △2,327

仕入債務の増減額（△は減少） 1,031 773

じん肺補償損失引当金の増減額（△は減少） 37 －

その他 308 △460

小計 352 △406

利息及び配当金の受取額 30 23

利息の支払額 △75 △89

法人税等の支払額 △141 △74

法人税等の還付額 9 34

引受債務の支払額 △540 △540

営業活動によるキャッシュ・フロー △363 △1,052

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △123 △146

固定資産の売却による収入 119 11

投資有価証券の取得による支出 △0 △3

投資有価証券の売却による収入 0 7

定期預金の増減額（△は増加） △18 91

その他 6 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー △15 △42

財務活動によるキャッシュ・フロー   

社債の償還による支出 △312 △127

株式の発行による収入 304 －

短期借入れによる収入 2,435 3,185

短期借入金の返済による支出 △3,682 △1,969

長期借入れによる収入 700 620

長期借入金の返済による支出 △334 △566

配当金の支払額 △149 △194

その他 △47 △45

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,086 900

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,465 △194

現金及び現金同等物の期首残高 6,555 5,180

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 5,089 ※ 4,985
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更している。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結

財務諸表に反映させる方法に変更している。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配

株主持分への表示の変更を行っている。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連

結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っている。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用している。

　これによる損益に与える影響はない。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

 

 

(財政状態又は経営成績の状況に関する事項で、企業集団の財政状態及び経営成績の状況の判断に影響を与えると

認められる重要なもの)

(重要性ある非連結子会社等)

子会社に含めない会社の名称等

太平洋炭礦㈱

Ⅰ　他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有しているにもかかわらず子会社としなかった理由

太平洋炭礦㈱は、平成14年１月の炭礦閉山に伴い、国内炭採炭事業から撤退し実質的に清算状態にあり、

また、同年５月に同社の債権者との間で債務処理に関する合意が成立し、現在、同社はその合意に基づき厳

正に管理されているために、有効な支配従属関係が存在していないことから、財務諸表等規則第８条第４項

に定める「財務上又は営業上若しくは事業上の関係から見て、他の会社等の意思決定機関を支配していない

ことが明らかであると認められる会社」に該当すると判断されるので子会社に含めないこととした。

Ⅱ　同社の財政状態及び連結会社による投資・債権等（平成27年９月30日現在）

１．財政状態

  資本金    50百万円

  総資産額 8,510

  純資産額 △1,364

２．連結会社による投資・債権等

  投資額  0百万円

  債務保証額 6,206
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（四半期連結貸借対照表関係）

    保証債務

　次の会社について金融機関からの借入又は取引に対し債務保証を行っている。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

太平洋炭礦㈱ 6,369百万円 6,206百万円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

販売費   

社員給与 79百万円 72百万円

賞与引当金繰入額 12 11

退職給付費用 3 1

一般管理費   

社員給与 336百万円 333百万円

賞与引当金繰入額 87 87

退職給付費用 28 24

 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 5,425百万円 5,247百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △335 △262

現金及び現金同等物 5,089 4,985
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

Ⅰ　配当金支払額

（決　議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 149 2.0 平成26年３月31日平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成26年４月２日付で新株予約権を行使した結果、当第２四半期連結累計期間において資本金が

153百万円、資本準備金が153百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において資本金が4,244百万円、資

本準備金が1,894百万円となっている。

 

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

配当金支払額

（決　議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 194 2.5 平成27年３月31日平成27年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント その他

（注）
合計

 不動産 商事 サービス建設工事 計

売上高        

外部顧客への売上高 1,318 8,263 2,857 1,130 13,570 1,202 14,773

セグメント間の内部

売上高又は振替高
131 300 183 36 651 21 672

計 1,450 8,563 3,041 1,166 14,222 1,223 15,446

セグメント利益 395 182 91 50 720 40 761

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、炭カル肥料・消石灰・石

粉の製造販売を行っている。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額

　報告セグメント計 720

　「その他」の区分の利益 40

　セグメント間取引消去 0

　全社費用（注） △373

　四半期連結損益計算書の営業利益 388

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総務・経理部門に係る費用である。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はない。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント その他

（注）
合計

 不動産 商事 サービス建設工事 計

売上高        

外部顧客への売上高 1,309 5,596 2,723 1,089 10,719 1,271 11,990

セグメント間の内部

売上高又は振替高
168 259 202 37 668 18 687

計 1,478 5,856 2,926 1,127 11,388 1,289 12,677

セグメント利益 355 203 5 29 594 64 658

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、炭カル肥料・消石灰・石

粉の製造販売を行っている。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額

　報告セグメント計 594

　「その他」の区分の利益 64

　セグメント間取引消去 8

　全社費用（注） △365

　四半期連結損益計算書の営業利益 301

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総務・経理部門に係る費用である。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はない。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 2円96銭 1円69銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
230 131

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
230 131

普通株式の期中平均株式数（千株） 77,784 77,801

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はない。

 

 

 

 

２【その他】

該当事項はない。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月13日

太平洋興発株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 定留　尚之　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 唐澤　正幸　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平洋興発株

式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２７年７月

１日から平成２７年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年９月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平洋興発株式会社及び連結子会社の平成２７年９月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

　　　　２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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